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国では、平成18年度に行政改革推進法を制定し、簡素で効率的な政府を実現する

ため、行政改革の推進を図るとともに、平成23年度からの９次にわたる地方分権一

括法により、地域の自主性及び自立性を尊重しながら事務・権限の移譲や義務付け・

枠付けの緩和等を行う一方で、地方に対し、行財政改革のさらなる推進、行政運営

の公正の確保と透明性の向上、住民参加の充実など、地方分権改革をより推進する

ための体制整備を求めています。 

このような中、本町では、平成18年度以降、３次にわたる行政改革大綱を策定し、

積極的に行政改革を推進してきました。 

第３次の大綱（平成27年度～令和元年度）では、「次世代につなぐ健全な行政経

営の確立」を目指し、「次世代への道すじを着実に作る」、「行政体制の充実・強

化と効果的な行政サービスへの転換」、「協働のまちづくりの推進とわかりやすい

情報提供」の３つの基本方針のもと、36の改革項目を掲げ、取組を推進してきたと

ころです。 

 第４次の大綱では、これまでの取組を踏まえ、若い世代が安心して子どもを産み、

育てられるまちづくりを進める中で、住民に安定した行政サービスが継続して提供

できるよう、効果的な行政サービスへの転換と行政体制のさらなる充実・強化を図

っていきます。 

 次世代の子ども達に元気で活力ある志賀町を引き継いでいくため、住民の皆様の

ご理解とご協力をお願いします。 

 

 

 

本大綱の計画及び実施期間は、令和２年度から令和６年度までの５カ年とします。  

第１ 第４次行政改革大綱の策定にあたって 

第２ 計画の期間 
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平成27年度から取組に着手した第３次志賀町行政改革大綱では、「次世代への道

すじを着実に作る」、「行政体制の充実・強化と効果的な行政サービスへの転換」、

「協働のまちづくりの推進とわかりやすい情報提供」を基本方針とし、36項目の取

組事項を定め、改革を積極的に推進し、着実に取組を完了するなどし、成果を得て

きたところであります。 

しかしながら、毎年度同じ取組事項が未達成のままとなるなど、事業の改革が

遅々として進まない取組事項も一部あり、さらなる改革の推進が求められます。 

このため、第４次の取組にあたっては、達成項目については、さらなる改革を模

索し、未達成項目は達成できるように原因を追究し、継続すべき項目は、引き続き、

取組を進めていきます。 

 

  

第３ これまでの行政改革の取組 
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行政改革を考えるうえで、本町の主な問題点（課題）を２つに分類し、挙げること

とします。 

 

Ⅰ 少子高齢化・人口減少に関する課題                     

 

国立社会保障・人口問題研究所が令和元年６月に公表した志賀町の将来人口は、

少子高齢化・人口減少の急速な進行により、2020年には18,712人、2040年には12,014

人まで減少すると推計されています。 

また、民間の日本創成会議が平成26年5月に公表した消滅可能性自治体のリスト

には、近隣の市町とともに本町も含まれていました。近年の住民基本台帳人口につ

いては、第２次志賀町総合計画で推計した将来人口を上回るペースで減少が進んで

います。 

このため、今後は、少子高齢化の進行による社会保障関係費の増加や町税収入の

減少が見込まれるとともに、一層の地域経済の縮小にもつながりかねません。 

こうした状況を考慮すれば、今後、危機感をもって少子高齢化・人口減少問題へ

の対応についての検討を急がなければならない状況にあります。 
 

図表 総人口の推移と社人研による人口 推計 （令和元年６月公表） 

 

 

出典：国勢調査、社人研 
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第４ 志賀町の課題 
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Ⅱ 健全な財政運営に関する課題                            

 

本町では、志賀原子力発電所にかかる税収が年々減少する一方で、高齢化の進展に

伴う社会福祉費や公共施設の老朽化に伴う維持管理費、人口減少対策などへの取組に

対する歳出の増加が見込まれることから、今後は、行政構造の転換が進まなければ、

町の財政は硬直化していくものと想定されます。 

将来に大きな負担を残さず、持続可能な行財政運営を推進するため、地方創生や地

方分権の実現に向けた行政体制を構築するとともに、中長期的に財政状況が厳しくな

る中にあっても、選択と集中により、限られた財源を有効に配分しながら、効果的な

行政サービスへ転換を図る必要があります。 
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１ 地方公共団体の役割 

  行政改革を行うにあたって、最も重要で基本的に認識しておかなければならない

ことは、限られた財源の中で、住民サービスの向上を図っていくためには、住民ニ

ーズ、費用対効果、公正性、公平性等を勘案し、最少の経費で最大の効果を挙げる

ことです。 

国では、少子高齢化・人口減少、地域経済の縮小という負のスパイラルを克服し、

魅力あふれる地方の創生を目指すため、平成26年に「まち・ひと・しごと創生総合

戦略」を策定しました。 

これにより、地方自治体では、自らの考えに基づいた取組を推進し、安定した雇

用や新たな人の流れをつくり、経済の好循環を確立していくなど、地方創生のため

の様々な施策や事業を展開しています。 

  こうした地方創生の動きもある中で、地方自治体は、自らの責任の下で、行政改

革の取組を積極的に推進しながら、地域の個性を生かしたまちづくりを実施してい

くことが求められています。 

   

 

２ 行政改革の基本方針 

志賀町が、地域の個性を生かした特色ある地域づくりを、町の実情に応じ主体的 

に実現していくために、行政改革の基本方針として、次の２つの方針を掲げます。 

 

基本方針１ 次世代につなぐ経営基盤の確立 

 

基本方針２ 次世代につなぐ行政サービスの構築 

  

第５ 行政改革大綱策定にあたっての基本方針 
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Ⅰ 次世代につなぐ経営基盤の確立 

 

絶えず変化する社会情勢に柔軟に対応し、安定的な行政サービスの提供と行政ニ

ーズに対応していくため、組織体制と定員管理の適正化に取り組んでいくととも

に、今後、さらに厳しさを増す財政状況を見据え、中期的な財政目標を設定し、選

択と集中により、真に必要な事業を実施していく中で、適正な財政規律と財源確保

を図る取組を推進していきます。 

 

 

Ⅱ 次世代につなぐ行政サービスの構築 

 

これまで提供されてきた各種行政サービスについて、今後の財政見通しや人口動

態などを考慮し、県内市町におけるサービス水準との比較を行いながら、限られた

財源を有効に配分し、適正な行政サービス水準への転換を図っていきます。 

  

第６ 基本方針の考え方 
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